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（趣旨） 

第１条 この細則は、東京大学受託研究取扱規則（以下「規則」という。）第１５条の規

定に基づき、受託研究の取扱いについて必要な事項を定める。 

（申込みの手続） 

第２条 規則第３条の受託研究の申込みは、原則として産学協創推進本部長が別に定める

様式を使用するものとする。ただし、部局長は産学協創推進本部と協議の上、様式を変

更することができるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申込みに係る案件が公募型研究である場合には、当該研究

を公募した者が発行する採択通知書その他これに準ずる書類の写しをもって、前項の様

式に代えることができる。 

３ 部局において受託研究の申込みがあった場合には、受託研究申込書に必要書類を添付

し、部局長へ提出するものとする。 

（契約の手続） 

第３条 規則第５条の契約は、原則として産学協創推進本部が別に定める様式を使用する

ものとする。 

２ 委託者からの要求により、前項の様式により難いときは、部局は、産学協創推進本部

に委託者との協議を依頼するものとする。 

（設備等の管理） 

第４条 規則第９条第２項に基づき受託研究のため委託者から提供された設備等について

は、善良なる管理者の注意義務をもって管理するものとする。 

（医薬品等の臨床研究の受入れの決定） 

第５条 医薬品等（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（昭和３５年法律第１４５号）第２条に規定する医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療

機器をいう。以下同じ。）の臨床研究に係る受託研究の受入れは、当該研究についての

妥当性、有用性及び安全性等について、総合的に審議を行うための当該受入部局の審査

委員会等の意見を聞いたうえ、部局長が決定するものとする。 

２ 前項の受託研究（以下「当該研究」という。）の実施に当たっては、原則として患者又

はその保護者の同意を得るものとするほか、患者の安全確保のために適切な配慮をしな

ければならない。 

３ 当該研究の受入れに当たっては、その実施に起因して、第三者に損害が発生し、かつ

大学法人に賠償責任が生じたときは、その損害が大学法人の職員の故意又は重大な過失

による場合を除き、その損害の賠償は原則として委託者が負担するものである旨の条件



を付さなければならない。 

４ 当該研究のため委託された医薬品等は、その受払状況を記録する等適正な管理を行わ

なければならない。 

 

附 則 

この規則は、平成９年１２月１６日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１６年９月３０日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和元年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 
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